
◎子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律 
（令和六年六月二六日法律第六八号）（衆）   

一、 提案理由（令和六年六月一三日・衆議院本会議） 

○谷公一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及び内容を御

説明申し上げます。 

 本案は、令和四年のこども基本法の成立、昨年四月のこども家庭庁の発足等を踏まえ、

子供の貧困の解消に向けた対策を総合的に推進しようとするもので、その主な内容は、

次のとおりであります。 

 第一に、法律の題名を、子どもの貧困対策の推進に関する法律から、こどもの貧困の

解消に向けた対策の推進に関する法律に改めることとしております。 

 第二に、基本理念に、子供の貧困の解消に向けた対策は、子供の現在の貧困を解消す

るとともに子供の将来の貧困を防ぐことを旨として推進されなければならないこと等を

追加することとしております。 

 第三に、子供の貧困の解消に向けた対策に関する大綱で定める指標の追加及び大綱へ

の関係者の意見反映並びに民間の団体の活動の支援等について定めるものであります。 

 本案は、去る六月十一日、地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する特別

委員会におきまして、全会一致をもって委員会提出の法律案とすることに決したもので

あります。 

 なお、本委員会におきまして、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する件に

ついて決議が行われたことを申し添えます。 

 何とぞ速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

○決議（令和六年六月一一日） 

 政府は、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に当たっては、次の事項について遺

憾なきを期すべきである。 

一 こどものみならず、その家族さらには若者世代を含めて、衣食住に困る等の生活困

窮、十分な医療を受けられないこと等がないよう、貧困の解消に向けた対策を実施す

ること。 

二 相対的貧困率が著しく高いひとり親家庭を対象とした多面的な支援に取り組むこと。 

三 民間の団体との連携においては、活動支援のための財政上の措置に即した取組、新

たな団体の参入可能性、公平・公正な手続等の確保に留意すること。 

四 こどもの貧困の解消に向けた支援に地域間格差が生じないよう、各地方公共団体に

おける支援体制の強化を図ること。 

五 こどもの貧困の解消に向け、こども家庭庁の体制の強化を図るとともに、地方公共

団体との連携を強化し、調査研究及び指標の検証を踏まえた施策を推進し、その実効

性を上げること。 

 右決議する。 



二、参議院内閣委員長報告（令和六年六月一九日） 

○阿達雅志君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案は、こどもの貧

困の解消に向けた対策を総合的に推進することとし、法律の題名をこどもの貧困の解消

に向けた対策の推進に関する法律に改め、目的及び基本理念を見直すほか、民間団体の

活動の支援等について定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、衆議院地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する

特別委員長谷公一君より趣旨説明を聴取した後、採決の結果、本法律案は全会一致をも

って原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年六月一八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 こどものみならず、その家族さらには若者世代を含めて、衣食住に困る等の生活困

窮、十分な医療を受けられないこと等がないよう、貧困の解消に向けた対策を実施す

ること。 

二 相対的貧困率が著しく高いひとり親家庭を対象とした多面的な支援に取り組むこ

と。 

三 希望する全てのひとり親世帯が養育費を受領できるようにすることが重要であると

の認識の下、国及び地方公共団体の取組の在り方を検討するとともに、養育費の更な

る履行確保に向けた強化を図ること。 

四 民間の団体との連携においては、活動支援のための財政上の措置に即した取組、新

たな団体の参入可能性、公平・公正な手続等の確保に留意すること。 

五 こどもの貧困の解消に向けた支援に地域間格差が生じないよう、各地方公共団体に

おける支援体制の強化を図ること。 

六 こどもの貧困の解消に向け、こども家庭庁の体制の強化を図るとともに、地方公共

団体との連携を強化し、調査研究及び指標の検証を踏まえた施策を推進し、その実効

性を上げること。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


